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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　摩擦攪拌接合ツールの先端部をワークの接合線に沿って埋入状態で回転しつつ相対的に
進行させて、ワーク同士を接合一体化する摩擦攪拌接合方法において、接合の開始部位か
ら終了部位までのワークへの入熱量を摩擦攪拌接合ツールの回転数の変化によって略一定
に制御することを特徴とする摩擦攪拌接合方法。
【請求項２】
　摩擦攪拌接合ツールの先端部をワークの接合線に沿って埋入状態で回転しつつ相対的に
進行させて、ワーク同士を接合一体化する摩擦攪拌接合方法において、接合の開始部位か
ら終了部位までのワークへの入熱量を接合速度の変化によって略一定に制御することを特
徴とする摩擦攪拌接合方法。
【請求項３】
　摩擦攪拌接合ツールの先端部をワークの接合線に沿って埋入状態で回転しつつ相対的に
進行させて、ワーク同士を接合一体化する摩擦攪拌接合方法において、接合の開始部位か
ら終了部位までのワークへの入熱量を摩擦攪拌接合ツールの円筒部を包囲するジャケット
を設け、このジャケット内に加熱手段または冷却手段を配置することによって略一定に制
御することを特徴とする摩擦攪拌接合方法。
【請求項４】
　接合中のワークの接合部又はその近傍の温度を計測し、この計測値に基づいて接合中の
ワークへの入熱量を制御する請求項１～３のいずれかに記載の摩擦攪拌接合方法。
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【請求項５】
　ワークが直径６０ｍｍ以下のパイプ材または棒材であり、該ワークを周方向に沿って摩
擦攪拌接合する請求項１～４のいずれかに記載の摩擦撹拌接合方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
この発明は、摩擦攪拌接合ツールの先端部をワーク同士の接合線に沿って埋入状態で回転
しつつ相対的に進行させることにより、ワーク同士を接合一体化する摩擦攪拌接合方法に
関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、金属材の溶接やロウ付けに代わる新しい接合手段として、摩擦攪拌接合（Ｆｒｉｃ
ｔｉｏｎ　Ｓｔｉｒ　Ｗｅｌｄｉｎｇ）法が登場している。この接合法は、例えば特表平
７－５０５０９０号公報に開示されているように、被加工物よりも硬い材質のプローブ（
棒状物）を回転させながら被加工物に摺接させた際に、この摺接部分で発生する摩擦熱と
圧力によって被加工物素材が塑性流動化するため、該プローブが被加工物中に埋入して且
つこの埋入状態のまま被加工物中を移動可能になることを利用したものである。
【０００３】
例えば、図１に示すように、ワークとして金属板（１）（１）同士を突き合わせて接合す
る場合、摩擦攪拌接合ツール（２）として円筒部（20）の先端に突軸状のプローブ（21）
を有するものを用い、該ツール（２）を高速回転させながら接合線（Ｌ）の始端部に押し
付けてプローブ（21）を埋入させ、矢印で示すように該接合線（Ｌ）に沿って移動させる
。これにより、進行するプローブ（21）の前方側では摩擦熱と圧力によって金属板（１）
（１）の素材が塑性流動し、攪拌混練されながらプローブ（21）の後方側へ漸次移行する
が、この後方側では摩擦熱を失って急速に冷却固化するから、両金属板（１）（１）は素
材金属が攪拌混練されて完全に一体化した状態で接合される。
【０００４】
この場合、金属素材が塑性流動する温度は融点よりもかなり低く、接合は固相接合の範疇
に入るから、接合過程を通してワークへの入熱量は少なく、且つ凝固収縮に伴う応力の発
生もないから、接合部近傍の熱歪みによる変形や割れを生じにくいという利点がある。な
お、図１のように摩擦攪拌接合ツール（２）側を移動させる代わりに、ワーク側を移動し
つつ定位置に配備した加工ヘッドにて接合してもよい。
【０００５】
従来、このような摩擦攪拌接合においては、接合対象とするワークの材質や肉厚等に応じ
て、摩擦攪拌接合ツールの仕様、該ツールの回転数、接合速度、該ツールの突っ込み深さ
等の加工条件を最適となるように選択し、これら加工条件を接合開始から終了まで一定に
維持して接合を行っていた。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、前記従来の摩擦攪拌接合方法では、形態や材質等より熱が溜まり易いワー
クを接合対象とするとき、接合の進行に伴って接合部位への入熱量が次第に増大すること
から、接合の開始部位と終了部位とで接合品位に差を生じるという問題があった。とりわ
け、図２に示すように、直径φが６０ｍｍ以下といった小径のパイプ材や棒材等のワーク
（Ｗ）を周方向に沿って摩擦攪拌接合する場合、前記の接合品位の差が特に顕著に現れる
ことから、実用上で大きな問題となっている。また、従来の摩擦攪拌接合方法においては
、ツールの先端部をワークに埋入させ、接合のためにツール側又はワーク側の送りを開始
するまでに時間がかかり、加工能率が悪いという難点もあった。
【０００７】
この発明は、上述の事情に鑑みて、接合の開始部位から終了部位まで均等な接合品位が得
られ、しかも高い加工能率を達成できる摩擦攪拌接合方法を提供することを目的としてい
る。
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【０００８】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するために、この発明の請求項１に係る摩擦攪拌接合方法は、接合の開始
部位から終了部位までのワークへの入熱量を略一定に制御することを特徴としている。す
なわち、ワークへの入熱量を均一化することにより、入熱状況の変化に起因した接合部位
による接合状態の変動が抑えられ、塑性流動化した素材の硬化による摩擦攪拌組織の違い
が少なくなり、接合の始端から終端まで均等な接合品位が得られる。特に、直径φが６０
ｍｍ以下の小径のパイプ材や棒材等のワーク（Ｗ）を周方向に沿って摩擦攪拌接合する場
合に好適である。但し、これに限定されない。
【０００９】
しかして、上記のようにワークへの入熱量を制御する手段として、請求項２の発明では摩
擦攪拌接合ツールの回転数の変化、請求項３の発明では接合速度の変化、請求項４の発明
では外部からのワークの加熱又は冷却、請求項５の発明では摩擦攪拌接合ツール側の加熱
又は冷却、をそれぞれ利用するものとしている。
【００１０】
また、請求項６の発明では、上記請求項１～５のいずれかの摩擦攪拌接合方法において、
接合中のワークの接合部又はその近傍の温度を計測し、この計測値に基づいて接合中のワ
ークへの入熱量を制御するものとしている。この場合、ワークへの入熱量を接合中の温度
計測値から直接的にフィードバックして制御するので、接合状況に即応して入熱量を補正
して接合開始から終了までの入熱量を均等化できる。
【００１１】
【発明の実施の形態】
この発明の摩擦攪拌接合方法では接合の開始部位から終了部位までのワークへの入熱量を
略一定に制御するが、摩擦攪拌接合において該入熱量に関与する主要な因子としては、ａ
）摩擦攪拌接合ツールの形状、ｂ）該ツールの回転数、ｃ）接合速度、ｄ）該ツールの突
っ込み深さ（ツールとワークの接触面積）が挙げられる。しかして、ａ）摩擦攪拌接合ツ
ールの形状とｄ）該ツールの突っ込み深さは接合対象とするワークの接合部位の肉厚や形
態によって定まるが、ｂ）該ツールの回転数とｃ）接合速度は入熱量の制御因子として利
用できる。
【００１２】
　すなわち、入熱不足の場合には、ツールの回転数を上げるか、接合速度を落とすことに
より、入熱量を増加できる。逆に入熱過剰の場合には、ツールの回転数を下げるか、接合
速度を速めることにより、入熱量を減少できる。ただし、摩擦攪拌接合を可能ならしめる
上で、ツールの回転数と接合速度との比の許容範囲があるから、この許容範囲内で両者を
変化させて入熱量制御を行うことになる。
【００１３】
なお、ツールの回転数を変化させるには、は摩擦攪拌接合加工機における主軸の回転を制
御すればよい。また接合速度を変化させるには、ツール側を移動させる接合方式では同主
軸の移動速度を制御し、ワーク側を移動させる接合方式では該ワークの移動速度を制御す
ればよい。
【００１４】
また、この発明では、ワークへの入熱量の制御手段として、ワークを加熱又は冷却する方
法、ならびに摩擦攪拌接合ツール側を加熱又は冷却する方法も採用可能である。しかして
、ワークの加熱にはヒーター加熱や熱風の吹き付け等を利用でき、またワークの冷却には
低温流体を接触させて熱交換による排熱を促進する方法を適用できるが、これら以外の加
熱又は冷却機構でも差し支えない。
【００１５】
ツール側の加熱には、例えば図３（イ）に示すように、摩擦攪拌接合ツール（２）の円筒
部（20）を包囲するジャケット（３）を設け、このジャケット（３）の内側にヒーター（
４）を設置するか、同図（ロ）に示すように、同様のジャケット（３）内に加熱流体を流
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通させる方法を採用できる。またツール側の冷却には同図（ロ）のジャケット（３）内に
低温流体を流通させる方法や、切削加工ツールに採用されるようなセンタースルー方式に
よるツール内部へのクーラントの流通方式を採用できる。
【００１６】
これらの制御手段によって接合の開始部位から終了部位までのワークへの入熱量を略一定
に制御するには、オフラインによって制御の指標を定める方法と、オンラインのフィード
バック方式によって接合状況に即応して入熱量の補正を行う方法とがある。
【００１７】
前者のオフラインによる方法では、実際に摩擦攪拌接合を行ったサンプルの接合状態を組
織観察等で調べ、接合の開始部位から終了部位までを適当に区切った部位毎の最適な入熱
条件を試行錯誤的に求め、判明した入熱条件に基づいて接合時の入熱制御を既述の制御手
段によって行えばよい。
【００１８】
後者のオンラインによる方法では、図４に示すように、接合中のワーク（Ｗ）の接合部又
はその近傍の温度を温度計測部で継続的に計測し、この計測値を制御部へ逐一入力し、制
御部において予め設定した基準温度と計測値との差から必要とする入熱の加減量を求める
と共に、前記制御手段の駆動部へ入熱を加減するための駆動信号を出力し、この駆動部の
作動によって接合中のワーク（Ｗ）に対する入熱量を補正する。なお、このような自動制
御によらず、前記温度の計測値に基づいて人為的に前記制御手段の駆動部を調整して、接
合中のワーク（Ｗ）に対する入熱量を補正するようにしてもよい。しかして、上記の温度
計測には、熱放射を測定するセンサー等を利用した非接触型の温度計測装置が好適である
が、接触型の温度計測装置も利用可能である。
【００１９】
かくして摩擦攪拌接合におけるワークへの入熱量を均一化すれば、入熱状況の変化に起因
した接合部位による接合状態の変動が抑えられるから、塑性流動化した素材の硬化による
摩擦攪拌組織の違いが少なくなり、接合の始端から終端まで均等な接合品位となり、とり
わけ小径のパイプ材や棒材等の周方向接合において好結果が得られる。
【００２０】
一方、ワークへの入熱量を摩擦攪拌接合ツールの回転数の変化にて制御する方式を採用す
る場合、該ツールの先端部（プローブ）をワークに埋入させる際、ならびに埋入後に接合
のためにツール側又はワーク側の送りを開始する際に、ツールの回転数を上げることによ
り、上記埋入の速度及び接合開始速度が速まるから、この時間短縮によって加工能率が向
上する。またワークへの入熱量の制御に上記ツールの回転数又は接合速度を変化させる方
式を採用すれば、加熱や冷却を行うための格別な外部装置が不要であるから、設備コスト
的に有利である。
【００２１】
【実施例】
６０６３－Ｔ５のアルミニウム材からなる直径５０ｍｍ，厚さ４．０ｍｍのパイプを接合
対象とし、摩擦攪拌接合ツールとしてプローブ径が４ｍｍのものを使用し、該ツールの回
転数を接合の開始部位における１３００ｒｐｍから終了部位における１０００ｒｐｍまで
漸減することにより、接合部位の温度を常時約４８０℃に維持してパイプの周方向に沿う
摩擦攪拌接合を行った。そして、得られた接合品の接合部の組織を調べたところ、接合部
の全体にわたって均質な摩擦攪拌組織を有しており、接合部位による品位の差がないこと
が確認された。
【００２２】
【比較例】
前記実施例と同様のパイプ及び摩擦攪拌接合ツールを用い、該ツールの回転数を接合の開
始部位から終了部位まで１１００ｒｐｍで一定として、該パイプの周方向に沿う摩擦攪拌
接合を行ったところ、接合部位の温度は開始部位の４６０℃から終了部位の４９０℃まで
変化した。そして、得られた接合品の接合部の組織を調べたところ、接合の開始部位と終
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【００２３】
【発明の効果】
請求項１の発明によれば、摩擦攪拌接合において、接合の開始部位から終了部位までのワ
ークへの入熱量を略一定に制御することから、接合部の全体にわたって安定した摩擦攪拌
組織で均等な接合品位が得られ、特に小径のパイプ材や棒材の周方向接合に好適な方法が
提供される。
【００２４】
請求項２の発明によれば、上記の摩擦攪拌接合方法において、ワークへの入熱量を摩擦攪
拌接合ツールの回転数の変化にて制御することから、該入熱量の制御を加熱や冷却を行う
場合のような格別な外部装置が不要で設備コスト的に有利である上、該ツールの先端部を
ワークに埋入させる際や、その埋入後にツール側又はワーク側の送りを開始する際の速度
を速めて加工能率を向上できる。
【００２５】
請求項３の発明によれば、上記の摩擦攪拌接合方法において、ワークへの入熱量を接合速
度の変化にて制御することから、該入熱量の制御を加熱や冷却を行う場合のような格別な
外部装置が不要となり、設備コスト的に有利になる。
【００２６】
請求項４及び５の発明によれば、上記の摩擦攪拌接合方法において、ワークもしくは摩擦
攪拌接合ツールの加熱又は冷却により、接合の開始部位から終了部位までのワークへの入
熱量を略一定に制御できる。
【００２７】
請求項６の発明によれば、上記の摩擦攪拌接合方法において、接合中のワークの接合部又
はその近傍の温度の計測値から直接的にフィードバックして当該ワークへの入熱量を制御
することから、接合状況に即応して入熱量を補正して接合開始から終了までの入熱量を均
等化できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】摩擦攪拌接合による金属板同士の接合を示す斜視図である。
【図２】摩擦攪拌接合によるパイプ材の接合を示す縦断側面図である。
【図３】この発明の摩擦攪拌接合方法におけるワークへの入熱量の制御手段を例示するも
のであり、（イ）図はヒーターによる加熱方式の摩擦攪拌接合ツールの概略縦断側面図、
（ロ）図は流体による加熱又は冷却を行う同ツールの概略縦断側面図である。
【図４】この発明の摩擦攪拌接合方法におけるワークへの入熱量の制御手段を例示する模
式図である。
【符号の説明】
１・・・・金属板
２・・・・摩擦攪拌接合ツール
２０・・・円筒部
２１・・・プローブ（先端部）
３・・・・ジャケット
４・・・・ヒーター
Ｗ・・・・ワーク
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